
法人名 公益財団法人　淡海文化振興財団

１　人員、県の人的関与の状況 （単位：人）

　①会員の状況（社団法人のみ） H30年度 R1年度 H30→R1増減

　②役員の状況 H30年度 R1年度 H30→R1増減 R2年度

評議員総数 8 8 8

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

理事総数 9 9 9

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ） 1 1 1

うち常勤役員数 1 1 1

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ） 1 1 1

監事総数 2 2 2

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤監事数

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

常勤役員の平均報酬（年額）（千円）

役員の報酬総額（年額）（千円） 5,606 5,207 △ 399 4,985

　③職員の状況 H30年度 R1年度 H30→R1増減 R2年度

職員総数 6 6 7

常勤職員 4 4 4

プロパー職員 4 4 4

うち県退職職員（ＯＢ）

県等からの派遣職員

うち県派遣職員

臨時・嘱託職員

うち県退職職員（ＯＢ）

非常勤職員 2 2 3

うち県派遣職員

うち県退職職員（ＯＢ）

50.0 51.0 1.0 52.0

3,351 3,504 153 3,578

職員の給与総額（年額）（千円） 20,619 21,318 699 21,649

10代 20代 30代 40代 50代 60代～ 合計

(令和2年度当初実数) 2 1 1 4

２　県の財政的関与の状況 （単位：千円）

H30年度 R1年度 H30→R1増減 R2年度

45,163 47,518 2,355 46,800

負担金

2,020 230 △ 1,790

合計 47,183 47,748 565 46,800

県からの借入金

県からの損失補償・債務保証

プロパー職員の年代別職員数

令和２年度　出資法人経営評価表

常勤役員の平均年齢

プロパー職員の平均年齢

プロパー職員の平均給与（年額）（千円）

年度末
残高

短期貸付金の金額（期間中の県からの借入れで、
同一年度に貸付けと返済の双方が行われるもの）

公益財団法人淡海文化振興財団運
営事業費補助金 46,800

項　　　　　　目 備考（R2内訳）

県からの
年間
収入額

補助金
事業費補助金

運営費補助金

委託料

その他



H29 H30 R1
中期経営計画、年度目標とも策定している。 ○ ○ ○
中期経営計画のみ策定している。

年度目標のみ策定している。

策定していない。

全ての事業が社会情勢に適合し、その意義は大きい。 ○ ○ ○
　 社会情勢に照らして意義が薄れてきた事業がいくつかある。

社会情勢に照らして意義の薄れてきた事業が多くある。

活動について成果目標を定め、目標以上に達成している。

活動について成果目標を定め、目標どおり達成している。

活動について成果目標を定め、概ね目標どおりに達成している。 ○ ○ ○
活動について成果目標を定め、達成しているものもあるが、十分ではない。

活動について成果目標を定めていない。

多様な調査を実施し、積極的にニーズの把握に努めている。 ○ ○ ○
ニーズを把握するための手段を講じている。

具体的な取組はしていない。

管理費比率が２期連続で減少した。

管理費比率が前期に比べ減少した。 ○
管理費比率が前期に比べ増加した。 ○ ○
管理費比率が２期連続で増加した。

経常収益が２期連続で経常費用を上回った。

経常収益が、当期は経常費用を上回った。 ○ ○
経常収益が、当期は経常費用を下回った。 ○
経常収益が、２期連続して経常費用を下回った。

当期末において債務超過でない。 ○ ○ ○
２期連続で改善した。

前期に比べ改善した。

前期に比べ悪化した。

２期連続で悪化した。

２期連続で増加した。

前期に比べ増加した。 ○
前期に比べ減少した。

２期連続で減少した。 ○ ○
当期末において累積欠損金はない。 ○ ○ ○
累積欠損金は、２期連続で減少した。

累積欠損金は、前期に比べ減少した。

累積欠損金は、前期に比べ増加した。

累積欠損金は、２期連続で増加した。

流動比率は、２期連続で100%以上であった。 ○ ○ ○
流動比率は、当期は100%以上であった。

流動比率は、当期は100%未満であった。

流動比率は、２期連続で100%未満であった。

当期末において借入金はない。 ○ ○ ○
２期連続で低下した。

前期に比べ低下した。

前期に比べ上昇した。

２期連続で上昇した。

３　評価

区分 評価項目 評価内容
該当項目に○

出資法人の所見 県の所見

効果性
中期経営計画、年度目標の策定

　
　平成26年度に策定した中期計画（H27～H31）に基
づき、県民による主体的な社会貢献活動を、より堅実
で広がりのあるものにしていくため、５つの重点取組
（寄附を原資とした市民活動団体への助成事業（「未
来ファンドおうみ」助成事業）、地域人材の育成、活
動・組織基盤の強化、情報提供、財団の基盤強化）を
柱に事業展開している。
　事業の実施に当たっては、セミナーや講座等の開
催時にはアンケートを実施するなど参加者の意向の
把握に努めている。社会経済情勢の変化に対応する
ため、年間寄附額や助成採択数等の目標を設定した
事業評価制度を運用し、概ね目標を達成している。

　財団は平成26年度に策定した中期計画に
沿って、5つの重点取組を柱に各種事業を展
開するとともに、積極的に県民ニーズの把握
に努めている。
　中でも、社会情勢の変化に対応した、事業
評価制度の普及に努め、市民活動団体・ＮＰ
Ｏ等の組織基盤の強化を行っているところで
ある。

事業活動の社会情勢への適合性

活動の成果の達成度

住民、関係者等のニーズの把握状
況

健全性
債務超過の状況

　財務の健全性は一定保たれているが、ファンド事業
において、基金の積立てに充てる寄附金収入に比べ
て、各団体への助成金に係る支出が多くなったことに
より、平成30年度まで正味財産が減少していた。令
和元年度においてはその執行にあたり、運営経費の
削減に努めた。
　今後ともファンド事業の見直しを行うとともに、自主
財源の確保や「おうみ良うなる！元気商品プロジェク
ト」の推進をはじめ、企業訪問の増等により、ファンド
事業への理解を得ることで受入れ寄附金の拡大に努
める。

　債務超過や累積欠損金、借入金もなく、財
務の健全性は一定保たれている。今期の正
味財産の増額はファンド事業へ受け入れた
寄附金が増加したことと、前年度に取得した
物品を固定資産に計上したこと等によるもの
であり、一時的な増額と考えられる。
　今後とも幅広い理解と資金を得られるよう
助言を行う。

正味財産期末残高の状況

累積欠損金の状況

短期的支払い能力の状況

借入金依存率の状況

効率性経常費用に占める管理費の状況
　管理費比率はわずかながら増加している。常に管
理コストに留意しながら、事業の効率的な運営と経費
の削減に努めるとともに、自主財源の確保に積極的
に取り組んでいく。

　管理費比率はわずかながら増加している
が、平成29年度よりは低い状況である。引き
続き経費の削減ならびに自主財源の確保に
努めるよう助言を行う。

経常収益・費用の比率



H29 H30 R1
区分 評価項目 評価内容

該当項目に○
出資法人の所見 県の所見

知事・副知事が法人の代表者へ就任していない ○ ○ ○

知事・副知事が法人の代表者へ就任している

当期末において県派遣職員はない ○ ○ ○
常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県派遣職員の割合は前期と概ね同程度

常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県退職職員はない

常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県退職職員の割合は前期と概ね同程度 ○ ○ ○
常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県の財政支出はない。

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で低下した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ低下した。 ○
経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ上昇した。 ○
経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇した。 ○
当期間中において県の短期貸付けはない ○ ○ ○
県の短期貸付けの額が２期連続で減少した。

県の短期貸付けの額が前期に比べ減少した。

県の短期貸し付けの額が前期と同額である。

県の短期貸付けの額が前期に比べ増加した。

県の短期貸付けの額が２期連続で増加した。

当期末において県の損失補償・債務保証はない ○ ○ ○
県の損失補償・債務保証の額が２期連続で減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期と同額である。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ増加した。

県の損失補償・債務保証の額が２期連続で増加した。

規程を整備している。 ○ ○ ○
規程を設けていない。

ホームページ等により不特定の者に対し情報公開を行っている。 ○ ○ ○
不特定の者に対し情報公開を行っていない。

作成した財務諸表について、会計監査人監査を受けている、または、財務
諸表の作成過程で、会計の専門家の指導・助言を受けている。

○ ○ ○

会計の専門家による監査・指導・助言等は受けていない。

業務監査を実施している。 ○ ○ ○
業務監査を実施していない。

自立性

県派遣職員の状況

短期貸付金の金額（期間中の県か
らの借入れで、同一年度に貸付け
と返済の双方が行われるもの）の
状況

　財団が実施する事業は公益目的の性格が強く、収
益事業は行っていないことから、県補助金への依存
度が高くなっている。講座等の参加料収入や広告料
収入、賛助会員制度等により、自主財源の確保に努
めていく。

　県の施策と連携、協働した取組を進めていくために
は、今後も県退職職員の就任等、県からの人的な支
援が必要である。

－

透明性情報公開規程の整備状況
　財務諸表等を財団のホームページで公表するなど
透明性の確保に積極的に取り組んでいる。平成28年
度から経営評価の状況についても財団のホームペー
ジで公表している。

　情報公開規程を整備し、財務諸表や事業報
告等を財団のホームページ等で公表すること
で透明性の確保に取り組んでいる。情報公開の実施状況

会計専門家の関与状況

業務監査の実施状況

　ＮＰＯ等への人材育成や助成等の直接的な
支援は財団に委ね、「協働ネットしが」の運用
による情報発信等の間接的な支援は県が行
うことで、分担して多様な主体による協働を推
進している。県退職職員による人的支援を行
うことで、より連携した事業推進を図っていく。

－

県財政支出の状況

知事・副知事の代表者への就任状
況

県退職職員の就任状況

　職員の退職に伴う補助金の増加により、県
の財政支出の割合が増加したものである。引
き続き、財団の自立性を高めるため、自主財
源の確保に努めるよう助言する。

損失補償の状況



財務に関する事項

　公的資金の受け入れにより財務面での一定の健全性は保たれているものの、より安定的
な財団運営を確保していくため、自主財源の確保が課題となっている。賛助会員制度や寄
附付き商品に取り組むとともに、企業等に広く協力を呼びかけ、受入れ寄附金の拡大に努
めている。

　財団は、多様な資金の調達に取り組んでおり、賛助会員数の拡大や、企業等への協力依
頼に努めている。引き続き、財団の自立性拡大のため、自主財源の確保に努めることを求
めていく。

行政経営方針実施計画
に関する事項

※実施計画は次頁参照

　社会的インパクト評価については、十分定着したものとはなっていないことから、今後とも
普及促進に取り組んでいく。また、休眠預金制度については、当財団は資金配分団体の条
件を満たすことができないため申請は行っていないが、今後は他団体との協働による申請
や、別制度への応募などを検討し、法人の自立性の拡大を図っていく。
　賛助会員制度については、職員全員でステークホルダー（関係者）にあらゆる機会を捉え
て積極的に働きかけ、賛助会員数の拡大を図る。
　「未来ファンドおうみ」助成制度については、制度の趣旨等について企業等を訪問して理解
を得ることなどにより寄附につなげていく。
　「おうみ未来塾」については、社会的インパクト評価の結果を踏まえて事業内容の改善を
図る。

　ＮＰＯ等の人材育成や助成等の直接支援は財団が担い、「協働プラットフォーム」の開催
や、「協働ネットしが」運用による情報発信等の間接支援は県が行うことで、分担して多様な
主体による協働を推進してきた。財団自体が休眠預金制度による資金配分団体への登録
はされないものの、県内ＮＰＯ等が休眠預金制度に申請する際の支援については財団が引
き続き行っていくよう求めるとともに、今後も協働を担うことができるＮＰＯ等の育成や助成に
取り組んで行くよう求めていく。

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

　社会的インパクト評価については、セミナーや学習会を開催するなど普及促進に取り組ん
だ。
　「未来ファンドおうみ」については、「おうみ良うなる！元気商品プロジェクト」の実施や企業
訪問等により、寄附の確保に努めた。また賛助会員についてはあらゆる機会を捉えて募集
を行った。
　「おうみ未来塾」については、社会的インパクト評価を実施し、その結果をもとに第16期の
運営の見直しを行っていく。

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

－

実施計画に定める目標 左の実績 実施計画に定める目標 左の実績

出資法人の総合的評価・対応 県による総合的評価・対応

事業に関する事項

　中期計画に基づき、市町の活動拠点づくりに関わるなど、県域の中間支援組織としての役
割を踏まえ各種事業の推進を図った。限られた財源と人員の中にあって、事業評価制度に
より、社会情勢の変化やニーズに対応した事業の点検見直しを実施している。今後も県や
市町、関係団体、企業等と更なる連携協力を図りながら事業の展開を図る。

　財団は、社会経済情勢の変化やニーズに対応した事業評価をＮＰＯ等への普及すべく取
り組んでおり、平成30年度、令和元年度の２か年に亘り、県、ＮＰＯ等との協働により社会的
成果(インパクト)評価の普及促進事業を実施した。今後は、財団への支援を通じて、ＮＰＯ等
の活動基盤の強化を図る。

　　　　　　総　合　所　見

　県域の中間支援組織として、公益を担う多様な主体との協働を推進するため、市町や企
業、関係団体等との連携を図りながら事業を展開し、財団の自立性を高めるため、賛助会
員の増加に取り組むとともに、「未来ファンドおうみ」に対する寄附の確保など、財務基盤の
強化を目指した取組を進めた。
　今後とも、ＮＰＯ等の活動の成果を可視化する社会的インパクト評価の普及促進に取組む
ことで、ＮＰＯ等の民間公益活動に、人材、資金等の資源を呼び込むことができ、組織基盤
の強化につながるよう支援を行う。
　

　県民の自主的で営利を目的としない社会的活動を総合的に支援する公益法人として、各
種事業を効果的に実施し、設定した目標を概ね達成している。
　今後とも、情報収集に努め、ＮＰＯ等の組織基盤の強化や活動の活性化につながる支援
に取り組んでいくよう求めていく。
　また、自立性を高めるため、一層の自主財源の確保に取り組み、事業内容の見直しを求
めていく。

・賛助会員数　　　　令和4年度　145人(団体)
・寄附　平成30年度～令和4年度
　　  　　　250万円×5年
・「おうみ未来塾」卒塾生が地域で活躍してい
る割合　令和4年度　60％

・賛助会員数　令和元年度　76人(団体）
・寄附　令和元年度　305万円
　
・「おうみ未来塾」卒塾生が地域で活躍してい
る割合　令和元年度　52％

－ －



【参考資料】

　財務諸表等へのリンク

http://ohmi-net.com/about/plankessan/

　※行政経営方針実施計画（2019年度～2022年度）

行政経営方針実施計画の各法人に係る部分のデータを貼付してください（画像データでも可）。


